
２０１３年１月号１１

　
な
お
、
負
債
に
含
ま
れ
る
市
債
残
高
　４７７

億
５
千
万
円
の
う
ち
　
億
５
千
万
円（
　
・

３４２

７１

７
％
）は
、
返
済
額
が
地
方
交
付
税
に
算

入
さ
れ
ま
す
。

　
市
債
残
高
は
、
前
年
度
に
比
べ
８
千
万

円
の
増
で
す
が
、
算
入
率
の
高
い
合
併
特

例
債
や
臨
時
財
政
対
策
債
を
活
用
し
て
い

る
こ
と
か
ら
、
算
入
額
は
　
億
１
千
万
円

１５

の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
貸
借
対
照
表
で

は
、
こ
の
こ
と
が
反
映
さ
れ
ま
せ
ん
が
、

算
入
額
を
考
慮
す
る
と
、
純
資
産
は
減
少

し
て
い
な
い
と
い
う
こ
と
が
言
え
ま
す
。

　　　平成２３年度決算に基づく財務諸表（貸借対照表）

億
３
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

  純
資
産
の
部

　
普
通
会
計
は
、
国
や
県
か
ら
の
補
助
金

な
ど
は
３
億
６
千
万
円
の
増
と
な
り
ま
し

た
が
、
資
産
の
減
少
に
よ
り
今
ま
で
の
世

代
の
負
担
分
な
ど
が
７
億
８
千
万
円
の
減

と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
前
年
度
に
比
べ
４

億
２
千
万
円
減
少
し
、
１
、３
０
５
億
２

千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
連
結
会
計
は
、
前
年
度
に
比
べ
９
千
万

円
増
加
し
、
１
、６
６
９
億
８
千
万
円
と

な
り
ま
し
た
。

  貸
借
対
照
表
の
ま
と
め

　
普
通
会
計
は
、
公
共
資
産
や
投
資
な
ど

が
　
億
５
千
万
円
減
少
し
た
た
め
、
そ
の

１０
財
源
と
な
っ
た
臨
時
財
政
対
策
債
な
ど
を

除
く
市
債（
負
債
）が
９
億
９
千
万
円
、
今

ま
で
の
世
代
の
負
担
分（
純
資
産
）が
６
千

万
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
臨
時
財
政
対
策
債
の
よ
う
に
資

産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
市
債
に
よ
る
資

金
を
使
っ
た
場
合
は
、
負
債
が
残
り
、
そ

の
分
だ
け
純
資
産
が
減
少
す
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
減
債
基
金
の
積
み

立
て
な
ど
に
よ
り
、
流
動
資
産
は
５
億
４

千
万
円
増
加
し
て
い
ま
す
が
、
そ
の
財
源

と
な
っ
た
臨
時
財
政
対
策
債
な
ど
の
負
債

が
、
９
億
円
増
加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

純
資
産
は
３
億
６
千
万
円
減
少
し
て
い
ま

す
。
　

※（　）内の額は、平成２４年３月３１日現在の住民基本台帳人口（８９，８９３人）を基に算出した、市民１人当たりの金額です。

※連結会計の数字は、繰出金や補助金など、連結会計内での収入・支出について相殺消去処理しています。

（平成２０年度末現在）貸借対照表（バランスシート）
資産の部（市や関係団体で持っている財産）

連結会計普通会計

平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末
平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末

▲１０億
６，０００万円

２，３３１億
９，０００万円

▲８億
５，０００万円

１，７１４億
１，０００万円

①公共資産

道路や学校、
公園など、
市で作った
施設などの
財産

２億
８，０００万円

１２６億
７，０００万円

▲２億円９４億円

②投資など

出資金や目
的のある基
金などの財
産

▲３億
４，０００万円

１２５億
５，０００万円

５億
４，０００万円

８５億
２，０００万円

③流動資産

現金・預金
や財政調整
基金などの
財産

▲１１億
２，０００万円

２，５８４億
１，０００万円
（２８８万円）

▲５億
１，０００万円

１，８９３億
３，０００万円
（２１１万円）

資産合計

（平成２４年３月３１日現在）

負債の部（借金や引当金など将来の負担）
連結会計普通会計

平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末
平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末

▲１１億円
８３８億

９，０００万円
▲８，０００万円５３８億円

①固定負債
翌々年度以
降に支払う
べき借金の
残高や退職
手当引当金
（※４）など

▲１億
１，０００万円

７５億
４，０００万円

▲１，０００万円
５０億

１，０００万円

②流動負債
翌年度に支
払うべき借
金の返済な
ど

▲１２億
１，０００万円

９１４億
３，０００万円
（１０２万円）

▲９，０００万円
５８８億

１，０００万円
（６６万円）

負債合計

純資産の部（国や県の補助金や今までの世代の負担）

９，０００万円
１，６６９億
８，０００万円
（１８６万円）

▲４億
２，０００万円

１，３０５億
２，０００万円
（１４５万円）

純資産合計

▲１１億
２，０００万円

２，５８４億
１，０００万円
（２８８万円）

▲５億
１，０００万円

１，８９３億
３，０００万円
（２１１万円）

負債・
純資産合計

※
１
　減
価
償
却（
費
）…
長
期
間
使
用

す
る
固
定
資
産（
建
物
な
ど
）の
取
得
金

額
を
、
そ
の
資
産
を
使
用
で
き
る
期
間

に
わ
た
っ
て
分
配
す
る
こ
と
、
ま
た
、

そ
の
経
費

※
２
　長
期
延
滞
債
権
…
収
入
未
済
額

の
う
ち
、
１
年
を
超
え
て
回
収
さ
れ
て

い
な
い
債
権

※
３
　臨
時
財
政
対
策
債
…
市
の
財
源

不
足
を
補
う
た
め
、
特
例
と
し
て
発
行

で
き
る
地
方
債（
借
金
）。
そ
の
返
済
金

は
、
後
年
度
に
地
方
交
付
税
と
し
て
、

全
額
が
市
に
交
付
さ
れ
る
。

※
４
　退
職
手
当
引
当
金
…
全
職
員
が

年
度
末
に
退
職
す
る
と
仮
定
し
た
場
合

の
退
職
金
総
額

用

語

解

説

広報 にっこう １０

８
９
３
億
３
千
万
円
と
な
り
、
連
結
会
計

は
前
年
度
に
比
べ
　
億
２
千
万
円
減
少
し
、

１１

２
、５
８
４
億
１
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

  負
債
の
部

　
普
通
会
計
は
、
臨
時
財
政
対
策
債（
※

３
）な
ど
が
前
年
度
に
比
べ
　
億
４
千
万

１１

円
の
増
と
な
り
ま
し
た
が
、
そ
の
他
の
市

債
が
　
億
６
千
万
円
減
少
し
た
こ
と
や
、

１０

職
員
数
の
減
に
よ
り
退
職
手
当
 引
  当
  金
 

ひ
き
 あ
て
 き
ん

（
※
４
）が
１
億
３
千
万
円
減
少
し
た
こ
と

な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
に
比
べ
９
千
万
円

減
少
し
、
　
億
１
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

５８８

　
連
結
会
計
は
、
水
道
事
業
会
計
な
ど
の

市
債
残
高
が
減
少
し
た
こ
と
に
よ
り
、
前

年
度
に
比
べ
　
億
１
千
万
円
減
少
し
、
　

１２

９１４

の
減
価
償
却（
※
１
）が
大
き
い
こ
と
か
ら
、

前
年
度
に
比
べ
８
億
５
千
万
円
減
少
し
、

１
、７
１
４
億
1
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
連
結
会
計
は
、
水
道
施
設
な
ど
の
減
価

償
却
が
大
き
い
こ
と
か
ら
、
前
年
度
に
比

べ
　
億
６
千
万
円
減
少
し
て
２
、３
３
１

１０
億
９
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

②
投
資
な
ど（
出
資
金
や
貸
付
金
、
基
金

　
な
ど
）

　
普
通
会
計
は
、
納
期
を
１
年
以
上
越
え

て
い
る
長
期
延
滞
債
権（
※
２
）の
一
部
に

つ
い
て
徴
収
を
取
り
や
め
た
こ
と
な
ど
か

ら
、
前
年
度
に
比
べ
２
億
円
減
少
し
、
　９４

億
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
連
結
会
計
は
、
水
道
事
業
会
計
で
国
債

を
購
入
し
た
こ
と
や
、
下
水
道
事
業
会
計

で
基
金
を
積
み
立
て
た
こ
と
な
ど
か
ら
、

前
年
度
に
比
べ
２
億
８
千
万
円
増
加
し
、

　
億
７
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

１２６③
流
動
資
産（
現
金
・
預
金
や
財
政
調
整

　
基
金
な
ど
）

　
普
通
会
計
は
、
減
債
基
金
に
積
み
立
て

を
行
っ
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
に
比

べ
５
億
４
千
万
円
増
加
し
、
　
億
2
千
万

８５

円
と
な
り
ま
し
た
。

　
連
結
会
計
は
、
水
道
事
業
会
計
で
国
債

を
購
入
し
た
た
め
現
金
が
減
少
し
た
こ
と

な
ど
か
ら
、
前
年
度
に
比
べ
３
億
４
千
万

円
減
少
し
、
　
億
５
千
万
円
と
な
り
ま
し

１２５

た
。
　
資
産
合
計
で
見
る
と
、
普
通
会
計
は
前

年
度
に
比
べ
５
億
１
千
万
円
減
少
し
、
１
、

～平～平成成 2323 年度決算に基づく財務諸表年度決算に基づく財務諸表～～

　
市
は
、
平
成
　
年
度
の
決
算
に
基
づ
き
、

２３

貸
借
対
照
表（
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
）と
行
政

コ
ス
ト
計
算
書
を
作
成
し
ま
し
た
。
こ
れ

は
、
市
の
財
産
や
負
債（
将
来
の
負
担
）が

ど
の
く
ら
い
あ
る
か
、
市
の
行
政
運
営
に

か
か
っ
て
い
る
費
用
が
ど
の
く
ら
い
な
の

か
な
ど
、
市
の
財
政
状
況
を
表
す
も
の
で

す
。
　
ま
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
は
、
市
が
直
接
行

う
も
の
と
、
さ
ま
ざ
ま
な
関
係
団
体
と
連

携
し
て
行
う
も
の
が
あ
り
ま
す
。
そ
こ
で
、

普
通
会
計
に
基
づ
く
も
の
の
他
、
国
民
健

康
保
険
事
業
や
水
道
事
業
な
ど
の
特
別
会

計
と
土
地
開
発
公
社
や
第
３
セ
ク
タ
ー
な

ど
の
関
係
団
体
を
加
え
た
「
連
結
会
計
」

の
数
字
も
合
わ
せ
て
公
表
し
ま
す
。

　　
市
が
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
保

有
し
て
い
る
財
産（
資
産
）と
、
そ
の
財
産

を
ど
の
よ
う
な
財
源（
負
債
・
純
資
産
）を

使
っ
て
整
備
し
て
き
た
か
を
対
照
的
に
表

し
た
も
の
で
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
と
も
呼

ば
れ
て
い
ま
す
。

  資
産
の
部

①
公
共
資
産（
市
で
整
備
し
た
道
路
や
学

　
校
、
公
園
な
ど
の
財
産
）

　
普
通
会
計
は
、
霧
降
高
原
整
備
事
業
な

ど
の
増
加
は
あ
り
ま
し
た
が
、
現
有
資
産

  貸
借
対
照
表
と
は

くわしくは 財政くわしくは　財政課課　財政係財政係　緯緯２１２１‐５１‐５１６６　２２
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２０１３年１月号１１

　
な
お
、
負
債
に
含
ま
れ
る
市
債
残
高
　４７７

億
５
千
万
円
の
う
ち
　
億
５
千
万
円（
　
・

３４２

７１

７
％
）は
、
返
済
額
が
地
方
交
付
税
に
算

入
さ
れ
ま
す
。

　
市
債
残
高
は
、
前
年
度
に
比
べ
８
千
万

円
の
増
で
す
が
、
算
入
率
の
高
い
合
併
特

例
債
や
臨
時
財
政
対
策
債
を
活
用
し
て
い

る
こ
と
か
ら
、
算
入
額
は
　
億
１
千
万
円

１５

の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
貸
借
対
照
表
で

は
、
こ
の
こ
と
が
反
映
さ
れ
ま
せ
ん
が
、

算
入
額
を
考
慮
す
る
と
、
純
資
産
は
減
少

し
て
い
な
い
と
い
う
こ
と
が
言
え
ま
す
。

　　　平成２３年度決算に基づく財務諸表（貸借対照表）

億
３
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

  純
資
産
の
部

　
普
通
会
計
は
、
国
や
県
か
ら
の
補
助
金

な
ど
は
３
億
６
千
万
円
の
増
と
な
り
ま
し

た
が
、
資
産
の
減
少
に
よ
り
今
ま
で
の
世

代
の
負
担
分
な
ど
が
７
億
８
千
万
円
の
減

と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
前
年
度
に
比
べ
４

億
２
千
万
円
減
少
し
、
１
、３
０
５
億
２

千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
連
結
会
計
は
、
前
年
度
に
比
べ
９
千
万

円
増
加
し
、
１
、６
６
９
億
８
千
万
円
と

な
り
ま
し
た
。

  貸
借
対
照
表
の
ま
と
め

　
普
通
会
計
は
、
公
共
資
産
や
投
資
な
ど

が
　
億
５
千
万
円
減
少
し
た
た
め
、
そ
の

１０
財
源
と
な
っ
た
臨
時
財
政
対
策
債
な
ど
を

除
く
市
債（
負
債
）が
９
億
９
千
万
円
、
今

ま
で
の
世
代
の
負
担
分（
純
資
産
）が
６
千

万
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
臨
時
財
政
対
策
債
の
よ
う
に
資

産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
市
債
に
よ
る
資

金
を
使
っ
た
場
合
は
、
負
債
が
残
り
、
そ

の
分
だ
け
純
資
産
が
減
少
す
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
減
債
基
金
の
積
み

立
て
な
ど
に
よ
り
、
流
動
資
産
は
５
億
４

千
万
円
増
加
し
て
い
ま
す
が
、
そ
の
財
源

と
な
っ
た
臨
時
財
政
対
策
債
な
ど
の
負
債

が
、
９
億
円
増
加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

純
資
産
は
３
億
６
千
万
円
減
少
し
て
い
ま

す
。
　

※（　）内の額は、平成２４年３月３１日現在の住民基本台帳人口（８９，８９３人）を基に算出した、市民１人当たりの金額です。

※連結会計の数字は、繰出金や補助金など、連結会計内での収入・支出について相殺消去処理しています。

（平成２０年度末現在）貸借対照表（バランスシート）
資産の部（市や関係団体で持っている財産）

連結会計普通会計

平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末
平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末

▲１０億
６，０００万円

２，３３１億
９，０００万円

▲８億
５，０００万円

１，７１４億
１，０００万円

①公共資産

道路や学校、
公園など、
市で作った
施設などの
財産

２億
８，０００万円

１２６億
７，０００万円

▲２億円９４億円

②投資など

出資金や目
的のある基
金などの財
産

▲３億
４，０００万円

１２５億
５，０００万円

５億
４，０００万円

８５億
２，０００万円

③流動資産

現金・預金
や財政調整
基金などの
財産

▲１１億
２，０００万円

２，５８４億
１，０００万円
（２８８万円）

▲５億
１，０００万円

１，８９３億
３，０００万円
（２１１万円）

資産合計

（平成２４年３月３１日現在）

負債の部（借金や引当金など将来の負担）
連結会計普通会計

平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末
平成２２年度
との比較増減

平成２３年度末

▲１１億円
８３８億

９，０００万円
▲８，０００万円５３８億円

①固定負債
翌々年度以
降に支払う
べき借金の
残高や退職
手当引当金
（※４）など

▲１億
１，０００万円

７５億
４，０００万円

▲１，０００万円
５０億

１，０００万円

②流動負債
翌年度に支
払うべき借
金の返済な
ど

▲１２億
１，０００万円

９１４億
３，０００万円
（１０２万円）

▲９，０００万円
５８８億

１，０００万円
（６６万円）

負債合計

純資産の部（国や県の補助金や今までの世代の負担）

９，０００万円
１，６６９億
８，０００万円
（１８６万円）

▲４億
２，０００万円

１，３０５億
２，０００万円
（１４５万円）

純資産合計

▲１１億
２，０００万円

２，５８４億
１，０００万円
（２８８万円）

▲５億
１，０００万円

１，８９３億
３，０００万円
（２１１万円）

負債・
純資産合計

※
１
　減
価
償
却（
費
）…
長
期
間
使
用

す
る
固
定
資
産（
建
物
な
ど
）の
取
得
金

額
を
、
そ
の
資
産
を
使
用
で
き
る
期
間

に
わ
た
っ
て
分
配
す
る
こ
と
、
ま
た
、

そ
の
経
費

※
２
　長
期
延
滞
債
権
…
収
入
未
済
額

の
う
ち
、
１
年
を
超
え
て
回
収
さ
れ
て

い
な
い
債
権

※
３
　臨
時
財
政
対
策
債
…
市
の
財
源

不
足
を
補
う
た
め
、
特
例
と
し
て
発
行

で
き
る
地
方
債（
借
金
）。
そ
の
返
済
金

は
、
後
年
度
に
地
方
交
付
税
と
し
て
、

全
額
が
市
に
交
付
さ
れ
る
。

※
４
　退
職
手
当
引
当
金
…
全
職
員
が

年
度
末
に
退
職
す
る
と
仮
定
し
た
場
合

の
退
職
金
総
額

用

語

解

説

広報 にっこう １０

８
９
３
億
３
千
万
円
と
な
り
、
連
結
会
計

は
前
年
度
に
比
べ
　
億
２
千
万
円
減
少
し
、

１１

２
、５
８
４
億
１
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

  負
債
の
部

　
普
通
会
計
は
、
臨
時
財
政
対
策
債（
※

３
）な
ど
が
前
年
度
に
比
べ
　
億
４
千
万

１１

円
の
増
と
な
り
ま
し
た
が
、
そ
の
他
の
市

債
が
　
億
６
千
万
円
減
少
し
た
こ
と
や
、

１０

職
員
数
の
減
に
よ
り
退
職
手
当
 引
  当
  金
 

ひ
き
 あ
て
 き
ん

（
※
４
）が
１
億
３
千
万
円
減
少
し
た
こ
と

な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
に
比
べ
９
千
万
円

減
少
し
、
　
億
１
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

５８８

　
連
結
会
計
は
、
水
道
事
業
会
計
な
ど
の

市
債
残
高
が
減
少
し
た
こ
と
に
よ
り
、
前

年
度
に
比
べ
　
億
１
千
万
円
減
少
し
、
　

１２

９１４

の
減
価
償
却（
※
１
）が
大
き
い
こ
と
か
ら
、

前
年
度
に
比
べ
８
億
５
千
万
円
減
少
し
、

１
、７
１
４
億
1
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
連
結
会
計
は
、
水
道
施
設
な
ど
の
減
価

償
却
が
大
き
い
こ
と
か
ら
、
前
年
度
に
比

べ
　
億
６
千
万
円
減
少
し
て
２
、３
３
１

１０
億
９
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

②
投
資
な
ど（
出
資
金
や
貸
付
金
、
基
金

　
な
ど
）

　
普
通
会
計
は
、
納
期
を
１
年
以
上
越
え

て
い
る
長
期
延
滞
債
権（
※
２
）の
一
部
に

つ
い
て
徴
収
を
取
り
や
め
た
こ
と
な
ど
か

ら
、
前
年
度
に
比
べ
２
億
円
減
少
し
、
　９４

億
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
連
結
会
計
は
、
水
道
事
業
会
計
で
国
債

を
購
入
し
た
こ
と
や
、
下
水
道
事
業
会
計

で
基
金
を
積
み
立
て
た
こ
と
な
ど
か
ら
、

前
年
度
に
比
べ
２
億
８
千
万
円
増
加
し
、

　
億
７
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

１２６③
流
動
資
産（
現
金
・
預
金
や
財
政
調
整

　
基
金
な
ど
）

　
普
通
会
計
は
、
減
債
基
金
に
積
み
立
て

を
行
っ
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
前
年
度
に
比

べ
５
億
４
千
万
円
増
加
し
、
　
億
2
千
万

８５

円
と
な
り
ま
し
た
。

　
連
結
会
計
は
、
水
道
事
業
会
計
で
国
債

を
購
入
し
た
た
め
現
金
が
減
少
し
た
こ
と

な
ど
か
ら
、
前
年
度
に
比
べ
３
億
４
千
万

円
減
少
し
、
　
億
５
千
万
円
と
な
り
ま
し

１２５

た
。
　
資
産
合
計
で
見
る
と
、
普
通
会
計
は
前

年
度
に
比
べ
５
億
１
千
万
円
減
少
し
、
１
、

～平～平成成 2323 年度決算に基づく財務諸表年度決算に基づく財務諸表～～

　
市
は
、
平
成
　
年
度
の
決
算
に
基
づ
き
、

２３

貸
借
対
照
表（
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
）と
行
政

コ
ス
ト
計
算
書
を
作
成
し
ま
し
た
。
こ
れ

は
、
市
の
財
産
や
負
債（
将
来
の
負
担
）が

ど
の
く
ら
い
あ
る
か
、
市
の
行
政
運
営
に

か
か
っ
て
い
る
費
用
が
ど
の
く
ら
い
な
の

か
な
ど
、
市
の
財
政
状
況
を
表
す
も
の
で

す
。
　
ま
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
は
、
市
が
直
接
行

う
も
の
と
、
さ
ま
ざ
ま
な
関
係
団
体
と
連

携
し
て
行
う
も
の
が
あ
り
ま
す
。
そ
こ
で
、

普
通
会
計
に
基
づ
く
も
の
の
他
、
国
民
健

康
保
険
事
業
や
水
道
事
業
な
ど
の
特
別
会

計
と
土
地
開
発
公
社
や
第
３
セ
ク
タ
ー
な

ど
の
関
係
団
体
を
加
え
た
「
連
結
会
計
」

の
数
字
も
合
わ
せ
て
公
表
し
ま
す
。

　　
市
が
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
保

有
し
て
い
る
財
産（
資
産
）と
、
そ
の
財
産

を
ど
の
よ
う
な
財
源（
負
債
・
純
資
産
）を

使
っ
て
整
備
し
て
き
た
か
を
対
照
的
に
表

し
た
も
の
で
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
と
も
呼

ば
れ
て
い
ま
す
。

  資
産
の
部

①
公
共
資
産（
市
で
整
備
し
た
道
路
や
学

　
校
、
公
園
な
ど
の
財
産
）

　
普
通
会
計
は
、
霧
降
高
原
整
備
事
業
な

ど
の
増
加
は
あ
り
ま
し
た
が
、
現
有
資
産

  貸
借
対
照
表
と
は

くわしくは 財政くわしくは　財政課課　財政係財政係　緯緯２１２１‐５１‐５１６６　２２

日日日日日日日日光光光光光光光光日光市市市市市市市市市ののののののののの家家家家家家家家計計計計計計計計家計簿簿簿簿簿簿簿簿簿


